
エストニア月間情勢報告 

【２０２６年４月】 

在エストニア日本国大使館 

 

【４月の注目記事】 

内政 

●１３日、保安警察、年次報告書を発表。当局は昨年初めからＦＳＢまたはＧＲＵに採用

された１６人のエージェントの活動を阻止。 

 

外交 

●３日、ミフケルソン外交委員会委員長率いる国会外務委員会訪問団、訪日。國場幸之助

衆議院外務委員長、里見隆治参議院外交防衛委員長、国光あやの外務副大臣らと安全保障

等に関して会談。 

●２７～３０日、パコスタ法務デジタル相、訪日。松本デジタル大臣と会談し、デジタル

分野における新たな協力覚書に署名。 

●２９日、春の叙勲、パーヴォ・ヤルヴィＮＨＫ交響楽団名誉指揮者が旭日中綬章、吉野

忠彦・日本・エストニア友好協会会長が旭日双光章を受章。 

 

防衛 

●９日、政府、ウクライナの経験や国防軍司令官の助言に基づき歩兵戦闘車調達プログラ

ムを停止し、その予算５億ユーロを対ドローン、防空、無人システムに振向ける決定。 

 

経済 

●３０日、政府、本年の補正予算を採択する方針を発表。主に東側国境の建設工事継続の

ための資金確保が目的。 

 

SNS 

大使館ＨＰ：https://www.ee.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html 

中村耕一郎大使インスタグラム：https://www.instagram.com/amb_japan_estonia/ 

大使館インスタグラム：https://www.instagram.com/japanembassyestonia/ 

大使館フェイスブック：https://www.facebook.com/share/1Yecpayktp/?mibextid=wwXIfr  

https://www.ee.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.instagram.com/amb_japan_estonia/
https://www.instagram.com/japanembassyestonia/
https://www.facebook.com/share/1Yecpayktp/?mibextid=wwXIfr


１ 内政の主な動き 

●２日、政府、Eesti Post 社（通称Ｏｍｎｉｖａ、物流・郵便）の民営化を決定。２０２９

年までの国内郵便サービス提供を義務付け、競売で株式を売却へ。 

●６日、内閣府世論調査（Ｅｍｏｒ社実施）：信用度は大統領７６％、政府３６％、国会３

４％、ＥＵ５３％、公共放送６６％。ＮＡＴＯ加盟支持率は７７％。社会への帰属意識は８

２％。 

●９日、カリス大統領、エストニア外務省は目先の課題にとらわれ、将来を見て考える力が

ない旨新聞インタビューで発言。後に、エストニア外交官らの貢献は高く評価しているが、

人員強化が必要である旨追加でコメントを発表。 

●１３日、保安警察、年次報告書を発表。ロシアは当地で情報工作員をリクルート。当局は

昨年初めからＦＳＢまたはＧＲＵに採用された１６人のエージェントの活動を阻止。一方、

中国は、駐エストニア大使が当地学校を訪問するなど、宣伝活動を拡大していると指摘。 

●１６日、ケルド経済産業相、企業の負担を理由にＥＵ賃金透明性指令の国内法化の２年間

延期および修正を欧州委に提案するとの報道。認められない場合、遅延による罰金が発生す

る可能性。 

●２１日、１月１日時点人口（修正値）：前年比－９２５０人の１３６万７４５人。 

●２４日、３月政党支持率（Ｅｍｏｒ社実施）：祖国党２５％、中央党２２％、社民党１７％、

改革党１２％、保守人民党９％、右派党８％、エストニア２００党４％、緑の党２％。 

●２７日、エストニア五輪委員会臨時総会、カリユライド会長（前大統領）を不信任決議。 

●３０日、報道の自由度（１８０か国、国境なき記者団）：１位ノルウェー、２位オランダ、

３位エストニア（昨年２位）。 

 

２ 外交・その他対外関係の主な動き 

●１日、外務省、人道危機緩和や開発協力のために国連人道問題調整事務所（ＯＣＨＡ）等

の国際機関への計９０万ユーロ以上の拠出を決定。 

●３日、ミフケルソン外交委員会委員長率いる国会外務委員会訪問団、訪日。國場幸之助衆

議院外務委員長、里見隆治参議院外交防衛委員長、国光あやの外務副大臣らと安全保障等に

関して会談。また、防衛研究所等で円卓会議に出席。 

●５～７日、フッサル国会議長、エジプト訪問。Badawi 下院議長やアブデルアーティー外

相と中東情勢等に関して会談し、在カイロ・エストニア大使館の新事務所開設行事に出席。 

●８～９日、カリス大統領夫妻、オランダ訪問。ウィレム・アレキサンダー国王陛下および

イェッテン首相と会談し、欧州宇宙技術研究センターを視察。科学・経済代表団が同行。 

●９～１０日、ツァフクナ外相、アルメニア訪問。大統領、議長とＥＵ・アルメニア関係等

に関して会談したほか、エストニア大使館を開設。 

●１０日、バルト三国外相、ロシアの偽情報作戦に関する共同声明を発表。三国は対露ドロ

ーン攻撃のための自国領空の使用を許可していないと改めて強調。 



●１０日、外務省、レバノンへの人道援助のために当地ＮＰＯに１２万ユーロ配分。 

●１５～１７日、カリス大統領、リトアニアを公式訪問。ナウセーダ大統領と北欧・バルト

協力等に関して会談し、防衛産業フォーラムに出席。ペフクル国防相らが同行。 

●１７日、バルト首相会合（於：タリン）。レール・バルティカの迅速な建設やドローン対

策に関して協議。 

●１９日、バルト三国、フィツォ・スロバキア首相のロシア戦勝記念日パレード出席のため

の自国空域使用を許可しないとの報道。 

●１９～２２日、カリス大統領、ギリシャ訪問。タスラス大統領らと安全保障分野等での協

力に関して会談し、デルフィ経済フォーラムに出席。 

●２２日、スット・エネルギー環境相、韓国訪問。気候・エネルギー・資源フォーラムに出

席。エネルギー企業代表団が同行。 

●２２～２４日、ツァフクナ外相、ベトナム訪問。首相や外相と欧州およびアジアの安全保

障上の課題等に関して会談し、アジア各国のエストニア名誉領事と面談。経済代表団が同行。 

●２３日、バルト三国とポーランド、ロシア・トムスク市の政治弾圧犠牲者追悼公園の閉鎖

と自国出身犠牲者の記念碑の撤去に抗議する共同声明を発表。 

●２３～２４日、ミッハル首相、非公式欧州理事会会合に出席（於：キプロス）。インタビ

ューでロシアからの輸入品を課税し、ウクライナ復興資金にすることを提案。 

●２６日、スット・エネルギー環境相、ウクライナ訪問。チェルノブイリ原発事故４０年に

関連した国際会議やエストニア・ウクライナ・エネルギー協力フォーラムに出席。 

●２７～３０日、パコスタ法務デジタル相、訪日。松本デジタル大臣と会談し、デジタル分

野における新たな協力覚書に署名。 

●２８～２９日、カリス大統領夫妻、フィンランドを公式訪問。ストゥッブ大統領、ハッラ

＝アホ国会議長、オルポ首相と会談。両大統領は、いずれロシアと対話せねばならない時期

が来る旨発言。ペフクル国防相や経済・文化代表団が同行。 

●２８～２９日、フッサル国会議長、三海域イニシアチブ・サミットに出席（於：クロアチ

ア）。インフラを抑止および防衛の不可分の一部として扱わねばならない旨発言。 

●２９日、春の叙勲、パーヴォ・ヤルヴィＮＨＫ交響楽団名誉指揮者が旭日中綬章、吉野忠

彦・日本・エストニア友好協会会長が旭日双光章を受章。当地主要紙複数が報道。 

●２９～３０日、ＮＢ８外相会合（於：エストニア・サーレマー島）。ウクライナ支援や安

全保障に関して協議して共同声明を発表。カッラスＥＵ外交安全保障政策上級代表も出席。 

 

３ 防衛の主な動き 

●８日、外務省、西側諸国の個人情報を狙ったロシアＧＲＵのサイバー諜報作戦が国際協力

で阻止された旨発表。当地市民のＷｉ－Ｆｉルーターも一部標的に。 

●９日、政府、ウクライナの経験や国防軍司令官の助言に基づき歩兵戦闘車調達プログラム

を停止し、その予算５億ユーロを対ドローン、防空、無人システムに振向ける決定。 



●２０日、ペフクル国防相、ヘグゼス米国防長官とイラン情勢による欧州への砲弾供給停止

に関して電話会談。エストニアは HIMARS ロケット砲とジャベリン対戦車ミサイルに影響。 

●２１日、トルコ ARCA Baltics Operations 社、北キヴィオリ防衛産業団地で１５５ミリ砲

弾を生産するとの発表。３億ユーロの投資で２０２８年に生産開始。 

●２５日、ペフクル国防相、ウクライナ訪問の発表。フェドロフ国防相と防衛産業の協力に

関する協定を締結したほか、キーウ安全保障フォーラムで演説。 

 

４ 経済の主な動き 

●２日、財務省、春の経済予測を発表。今年は成長率２．３％、インフレ４．０％、平均賃

金上昇率５．２％、財政赤字４．３％。 

●７日、Coop Eesti 協同組合、フィンランド SOK グループの当地スーパー「Prisma」の全

１３店舗を買収する旨発表。 

●３０日、政府、本年の補正予算を採択する方針を発表。主に東側国境の建設工事継続のた

めの資金確保が目的。歳出額の増額はなく、実質的には「予算修正」であると説明。 

 

５ 経済関係統計（出典は特に記載がなければ統計庁） 

●３月消費者物価指数（７日）：前年同月比＋３．６％。 

●２月貿易（９日）：輸出は前年同月比－１％の１５億ユーロ、輸入は＋６％の１９億

ユーロ。 

●２０２５年男女賃金格差（時給、２３日）：前年比－１ポイントで過去最少の１２．

２％。 

 

６ 日本関連報道数 

 

（注意）以上の記載内容は、エストニア国内の報道をまとめたものであり、当館とし

てその記載内容に責任を有するものではありません。 

 

 

政治 経済 文化 社会 スポーツ その他 計
現地記者 0 0 5 0 0 0 5
キャリー 0 0 0 1 1 1 3
不明 0 0 0 0 0 0 0
計 0 0 5 1 1 1 8


